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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は持ち直しの動きがみられる。需要面をみ

ると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。住宅投資

は弱含みで推移している。設備投資は、緩やかに持ち直している。公共投資は、減少基調で

推移している。輸出は、持ち直しの動きがみられる。観光は、来道者数に続き、外国人入国

者数が前年上回りに復した。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、２５か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～４か月ぶりに減少

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を４．１ポイン

ト下回る４８．８に低下した。横ばいを示す５０を

３か月ぶりに下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を３．０ポイント下回る５１．３となった。横ばい

を示す５０を４か月連続で上回った。

１２月の鉱工業生産指数は９８．７（季節調整済

指数、前月比▲０．３％）と３か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では▲２．０％と５か

月連続で低下した。

業種別では、電気機械工業等１０業種が前月

比低下した。金属製品工業等の５業種が前月

比上昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１９年３月号
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３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～５か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．３％）は、２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比０．０％）は、飲食料品以外

の品目が前年を上回った。スーパー（同

＋０．４％）は、３か月ぶりに前年を上回っ

た。品目別ではすべての品目で前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋１．４％）

は、２か月連続で前年を上回った。

１２月の乗用車新車登録台数は、１０，８８６台

（前年比▲６．０％）と２か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲７．５％）、

小型車（同▲８．７％）、軽乗用車（同▲１．６％）

となった。

４～１２月累計では、１２９，３７１台（前年比

▲２．８％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲１．３％）、小型車（同▲５．３％）、軽

乗用車（同▲１．５％）となった。

１２月の札幌ドームへの来場者数は、５５千人

（前年比▲４４．９％）と５か月連続で前年を下

回った。内訳は、プロ野球、サッカーは試合

なく、その他が５５千人（同▲２３．７％）だっ

た。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１２月の住宅着工数は２，５８５戸（前年比

▲０．６％）と２か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋１４．５％）、貸家

（同▲１０．８％）、給与（同＋３２５．０％）、分譲

（同＋４．７％）となった。

４～１２月累計では３０，２９１戸（前年比

▲３．７％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲０．７％）、貸家（同▲５．３％）、

給与（同▲７．７％）、分譲（同▲３．６％）と

なった。

１２月の民間非居住用建築物着工面積は、

１６８，９５６㎡（前年比＋５７．７％）と２か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲６１．６％）、非製造業（同＋６６．５％）であっ

た。

４～１２月累計では、１，５７２，０３５㎡（前年比

▲１０．５％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲１５．８％）、非製造業（同

▲１０．０％）といずれも前年を下回っている。

１月の公共工事請負金額は９２億円（前年比

▲１７．０％）と２か月連続で前年を下回った。

発注者別では、国（同▲１３．０％）、独立行

政法人（同▲８１．６％）、道（同▲９．９％）が前

年を下回った。市町村（＋２６．１％）、その他

（＋４３．３％）が前年を上回った。

年度累計では、７，３１９億円（同▲４．１％）と

前年を下回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～４か月ぶりに増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が３か月ぶりに減少

貿易動向

（資料：函館税関）

１２月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，０６６千人（前年比＋４．５％）と２か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同＋６．６％）、航空機（同＋４．４％）、フェ

リー（同＋４．９％）となった。

４～１２月累計では、１０，４１７千人（同

▲２．９％）と前年を下回っている。

１２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、２１１，３５６人（前年比＋１５．５％）と４か月

ぶりに前年を上回った。４～１２月累計では、

１，３１７，８２５人（同＋７．７％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が２０２，０６６

人（前年比＋１６．５％）、旭川空港が１，４３１人

（同▲０．２％）、函館空港が７，８４４人（同

▲３．８％）だった。

１２月の貿易額は、輸出が前年比▲１７．３％の

３０５億円、輸入が同＋４５．７％の１，８１２億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、鉄鋼、有機化合

物などが減少した。

輸入は、航空機類、再輸入品、原油・粗油

などが増加した。

輸出は、４～１２月累計では３，０３３億円（前

年比＋５．５％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～２５か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．２２倍（前年比＋０．０４ポイント）と１０７

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比▲４．７％減少し、３

か月ぶりに前年を下回った。業種別では、運

輸業、郵便業（同＋６．１％）、サービス業（同

＋０．１％）などが前年を上回った。医療、福

祉（同▲４．８％）、宿泊、飲食サービス業（同

▲１０．０％）などが減少した。

１月の企業倒産は、件数が１６件（前年比

▲１５．８％）、負債総額が１２億円（同▲７４．８％）

だった。件数は２か月ぶりに前年を下回っ

た。

業種別では建設業が４件、サービス・他が

３件などとなった。

１２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．６（前月比▲０．４％）となっ

た。前年比は＋１．１％と、２５か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、１２月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は一部の商品を除き、おおむね安定してい

る。石油製品の価格は調査基準日（１月１０

日）時点で前月比、値下がりとなった。

道内経済の動き
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＜図表１＞道内企業の年間業況の推移
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2008年9月
リーマン・ショック

2013年4月
「量的・質的金融緩和」

導入

2014年4月
消費税率引き上げ

2011年3月
東日本大震災

2018年9月
北海道胆振
東部地震

１．２０１８年 業況実績
２０１７年に比べ、売上DI（△６）、利益
DI（△１６）はそれぞれ１５ポイント低下
した。北海道胆振東部地震やコスト高な
どの影響により、製造業、非製造業とも
業況は後退した。

２．２０１９年 業況見通し
２０１８年に比べ、売上DI（４）は１０ポ
イント、利益DI（△１）は１５ポイント
上昇の見通し。北海道胆振東部地震の影
響緩和などによって幅広い業種で業況が

持ち直す見通しとなった。業種別では運
輸業やホテル・旅館業の業況が大幅に改
善する見通しとなる一方、小売業の業況
は悪化の見通しとなった。

３．先行きの懸念材料
「原油価格の動向」とした企業（６２％）
が最も多く前年比１２ポイント上昇した。
以下「個人消費の動向」（４１％）、「公共投
資の動向」（４１％）の順となった。なお、
「台風などの災害の影響」、「税制改正の
動向」がそれぞれ前年比１４ポイント上昇
した。

項 目 ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９
見通し

売上DI ▲１８ ▲３ ▲２１ ▲２４ ▲３６ ▲２０ ▲７ ４ ２３ ▲１１ ▲１３ ▲４ ９ ▲６ ４
利益DI ▲２３ ▲８ ▲２８ ▲３５ ▲１８ ▲１９ ▲１３ ０ １３ ▲１６ ▲４ ▲１ ▲１ ▲１６ ▲１

特別調査

幅広い業種で業況持ち直しの見通し
２０１９年 道内企業の年間業況見通し

要 約
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：２０１９年道内企業の年間業況見通し
回答期間：２０１８年１１月中旬～１２月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
D ｎ＝有効回答数

＜図表２＞２０１９年見通し・業種別の要点

要 点（２０１９年見通し）
２０１５年２０１６年２０１７年 ２０１８年 ２０１９年

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 北海道胆振東部地震の影響の緩和などか
ら、幅広い業種で業況持ち直しの見通し。

売上ＤＩ △１３ △４ ９ △６ ３ ４
利益ＤＩ △４ △１ △１ △１６ △７ △１

製造業 各業種とも業況持ち直す見通し。
売上ＤＩ △１０ △５ ０ △１５ ７ ６
利益ＤＩ △１１ △８ △８ △２０ △５ ０

食料品 水産加工業を中心に業況改善の見
通し。

売上ＤＩ １４ △７ △１７ △８ １４ ２０
利益ＤＩ １２ △３ △２６ △８ ０ ５

木材・木製品 木製品製造業を中心に持ち直しの
見通し。

売上ＤＩ △２４ ５ ６ △６ ７ ０
利益ＤＩ △５ ０ △６ △３５ △６ △６

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼に一服感も、機械、金属製品
は持ち直しの見通し。

売上ＤＩ △２７ △５ ３ △１２ １６ ６
利益ＤＩ △３１ △１７ △３ △９ ６ １２

非製造業 小売業は業況後退の見通し。その
他業種は概ね持ち直しの見通し。

売上ＤＩ △１４ △４ １４ △２ ０ ４
利益ＤＩ △１ ２ ２ △１５ △７ △１

建設業 民間工事、公共工事ともに見通し
に慎重さがみられる。

売上ＤＩ △１３ １ １９ １ △１０ △１２
利益ＤＩ △１３ △７ １５ △２１ △１０ △１１

卸売業 機械卸、その他卸は持ち直しの動き。
資材卸は弱めの動きを見込んでいる。

売上ＤＩ △２５ △１１ １８ △９ △２ ７
利益ＤＩ △２８ １５ ５ △２ △１２ ４

小売業 燃料店の売上DI、利益DIの低下
が小売業全体の業況を下押し。

売上ＤＩ △４０ △３７ １９ ２４ １０ １４
利益ＤＩ △２ △２３ ０ ７ △５ △２

運輸業 旅客は業況改善、貨物も業況持ち
直す見通し。

売上ＤＩ ０ ４ △１２ △３３ ９ ７
利益ＤＩ ４２ ２０ △３７ △４４ △１２ ０

ホテル・旅館業 前年の北海道胆振東部地震の影響
が緩和し、業況改善の見通し。

売上ＤＩ ２７ △１３ ２０ △３１ △２０ ２３
利益ＤＩ ３６ ０ ３３ △３８ △１３ ２３

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８９ １００．０％
札幌市 １４７ ３７．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８６ ２２．１
道 南 ３６ ９．３ 渡島・檜山の各地域
道 北 ４８ １２．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７２ １８．５ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７０２ ３８９ ５５．４％
製 造 業 １９７ １１６ ５８．９
食 料 品 ６８ ４０ ５８．８
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １７ ５１．５
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３３ ５５．０
そ の 他 の 製 造 業 ３６ ２６ ７２．２
非 製 造 業 ５０５ ２７３ ５４．１
建 設 業 １３８ ７８ ５６．５
卸 売 業 １０５ ５６ ５３．３
小 売 業 ９３ ５０ ５３．８
運 輸 業 ５３ ２７ ５０．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １４ ４０．０
その他の非製造業 ８１ ４８ ５９．３

業種別回答状況

特別調査
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食料品製造業

建設業

売上DI 利益DI卸売業

小売業木材・木製品

鉄鋼・金属製品・機械

ホテル・旅館業

運輸業

＜図表３＞道内企業の年間業況の推移（業種別）
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＜図表５＞利　益 

＜図表４＞売　上 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

20 不変 64 16△13 △ 4 9

△10 △ 5 0

14 △ 7 △17

△24 5 6

△27 △ 5 3

△16 △ 4 18
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△13 1 19
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2015年
売上DI

2016年
売上DI
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売上DI 売上DI 売上DI
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2015年
利益DI

2016年
利益DI

2017年
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増加 28 不変 38 減少 34
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25 42 33

29 36 35
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12 41 47

31 36 33
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46 32 22

26 15 59

15 39 46

29 42 29

22 62 16

33 54 13

12 76 12

21 64 15

12 64 24

19 66 15

12 64 24

18 71 11

28 58 14

22 63 15

31 61 8

17 72 11

2
増加
2 不変 40 減少 38

19 42 39

22 48 30

18 29 53

24 43 33

8 42 50

24 37 39

17 45 38

27 44 29

33 41 26

19 18 63

16 30 54

27 27 46
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25 55 20
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24 64 12

8 65 27
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16 57 27
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2018年実績（n=386） 2019年見通し（n=384）

2018年実績（n=382） 2019年見通し（n=380）
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12 87 1

11 88 1

1
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14 83 3
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17 不変 66 17
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＜図表６＞資金繰り

2018年実績（n=384） 2019年見通し（n=382）
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＜図表７＞短期借入金の難易感

2018年実績（n=315） 2019年見通し（n=377）
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＜図表８＞在 庫

2018年実績（n=356） 2019年見通し（n=354）
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非 製 造 業

＜図表９＞雇用人員

2018年実績（n=386） 2019年見通し（n=385）
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＜図表１１＞道内景気判断 

＜図表１０＞設備投資 
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△19 △20 △ 6

△21 △23 0

△36 △ 5 0

△23 △16 0

0 0 7

0 0 2

0 0 △12

0 0 3

0 0 0

0 0 0

△17

△16

△23

△29

△ 3

△15

△17

△ 6

△21

△27

△15

△38

△17

△13

△13

△13

△18

△ 6

△19

△12

△18

△18

△13

7

△ 8

△ 9

2015年
景気DI

2016年
景気DI

2017年
景気DI 景気DI 景気DI

実施 51 実施せず 49

52 48

49 51

47 53

48 52

65 35

51 49

38 62

47 53

49 51

83 17

69 31

57 43

実施 41 2
実施せず
9 未定 30

44 22 34

35 25 40

35 24 41

48 27 24

58 8 35

40 32 28

23 40 36

41 38 21

39 33 29

56 15 30

69 8 23

51 30 19

3 不変 77 2
下落
0

2 80 18

77 23

71 29

3 91 6

4 77 19

4 75 21

5 84 11

2 75 23

2 69 29

4 77 19

62 38

4 75 21

4 不変 79 1
下落
7

87 13

87 13

82 18

94 6

81 19

6 76 18

4 74 22

4 74 22

4 79 17

14 79 7

15 62 23

4 83 13

2018年実績（n=373） 2019年見通し（n=385）

＜図表１１＞道内景気

2018年実績（n=385） 2019年見通し（n=382）

全 産 業

製 造 業

食 料 品

木材・木製品

鉄鋼・金属・機械

そ の 他

非 製 造 業

建 設 業

卸 売 業

小 売 業

運 輸 業

ホテル・旅館業

そ の 他

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

上昇 上昇
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＜図表１２＞売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�人材の育成・強化（７７％） ＋１ 製造業（６５％）、非製造業（８１％）。全業種で１位。ホテル・旅館業
（９２％）、建設業（８８％）が高水準。

�顧客ニーズの的確な把握
（５８％） ＋４ 食料品製造業（６３％）で＋１９ポイント、鉄鋼・金属製品・機械

（５５％）で１１ポイント、運輸業（６７％）で９ポイントそれぞれ上昇。

�同業他社の商品、サービス
との差別化（２９％） ＋６ 食料品製造業、鉄鋼・金属製品・機械、建設業、卸売業、小売業、ホ

テル・旅館業の６業種で前年比増加。

�営業方法の見直し（２８％） ＋７ 食料品製造業（３９％）で１２ポイント、卸売業（３８％）で５ポイントそ
れぞれ上昇。

�価格体系の見直し（２５％） △１ 運輸業（３７％）、ホテル・旅館業（３９％）で３位

�新商品の開発（２５％） ＋４ 食料品製造業（５６％）、木材・木製品（５６％）と半数を超える。

＜図表１３＞先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�原油価格の動向（６２％） ＋１２ ６業種が６０％を超えている。

�個人消費の動向（４１％） △３ ホテル・旅館業（１００％）、小売業（７４％）、食料品製造業（６７％）で
１位

�公共投資の動向（４１％） △２ 建設業（７８％）で１位、鉄鋼・金属製品・機械（５８％）で２位。

�雇用の動向（４０％） △５ 食料品製造業を除く７業種で前年を下回る。

�台風などの災害の影響
（３６％） ＋１４ 前年同水準の建設業を除く７業種で前年を上回る。
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人材の育成・強化
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
７７ ６５ ６３ ７５ ７６ ７２ ８１ ８８ ７３ ７８ ７４ ９２ ７９
（７６）（６５）（５６）（５０）（８１）（６８）（８１）（９１）（７２）（７０）（７９）（８７）（８５）

�顧客ニーズの的確な把
握

② ② ① ③ ② ② ② ② ② ② ② ② ②
５８ ４４ ６３ ４４ ５５ ６４ ５８ ４３ ６６ ６６ ６７ ５４ ６２
（５４）（４４）（４４）（４４）（４４）（４６）（５８）（４３）（６３）（６５）（５８）（８０）（６１）

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化

③ ③ ③ ③ ③
２９ ２３ ３４ ２５ ２４ ２８ ２３ １９ ３５ ４２ １９ ２３ ３２
（２３）（２３）（２９）（３１）（１６）（１８）（２３）（１２）（３２）（２８）（２４）（２０）（２４）

�営業方法の見直し
④ ③ ③ ③
２８ ２７ ３９ ２５ ２４ ２４ ２６ ２５ ３８ ２８ １５ １５ ２６
（２６）（２７）（２７）（２５）（２８）（２７）（２６）（２４）（３３）（３０）（１２）（４０）（２０）

�価格体系の見直し
⑤ ③ ③ ③ ③
２５ ２６ ４２ １９ １５ ３６ ２６ １７ ２６ ２４ ３７ ３９ １５
（２６）（２６）（３２）（３１）（１６）（２７）（２６）（１５）（３９）（２１）（３３）（４７）（２０）

�新商品（サービス）の
開発

⑤ ③ ③ ② ③
２５ ３３ ５６ ５６ ２１ ２４ １６ １１ ２０ ２６ ７ １５ ３２
（２１）（３３）（５０）（３１）（２５）（１８）（１６）（４）（１９）（１９）（１２）（３３）（２８）

�他社との業務提携 １９ １４ ２４ ３１ １２ ２８ １１ １６ １５ １８ １５ ８ ２６
（１２）（１４）（１８）（１３）（１３）（９）（１１）（１６）（７）（５）（９）（－）（２０）

�IT（ホームページ）の
活用

１９ ８ １５ ２５ ９ １２ ２２ １７ ２２ ２８ １９ ２３ ２１
（１８）（８）（３）（６）（９）（１４）（２２）（１５）（１８）（２６）（１８）（６７）（２４）

�新たな事業への参入 １１ １０ ７ １９ ６ １６ ８ ３ １６ ２２ ７ ０ １５
（９）（１０）（６）（１３）（６）（１８）（８）（４）（１２）（９）（１２）（７）（７）

	その他 １ １ ５ ０ ３ ０ １ １ ０ ０ ０ ０ ０
（１）（１）（－）（－）（－）（５）（１）（－）（－）（２）（３）（－）（２）

＜図表１４＞売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査
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＜図表１５＞先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原油価格の動向
① ① ① ① ① ① ① ③ ① ② ① ② ①
６２ ４５ ６７ ６９ ６１ ７３ ５２ ４６ ４９ ６９ ９６ ６２ ６３
（５０）（４５）（５４）（２５）（４２）（５０）（５２）（４５）（４０）（５２）（９７）（４３）（４９）

�個人消費の動向
② ② ① ② ① ①
４１ ４３ ６７ ３８ １６ ３５ ４４ ２１ ４６ ７４ １９ １００ ２９
（４４）（４３）（７１）（４４）（１６）（３６）（４４）（２４）（４８）（７６）（３８）（８６）（３２）

�公共投資の動向
② ③ ② ③ ③ ①
４１ ３７ ５ ４４ ５８ ４２ ４６ ７８ ４２ １８ ２６ ０ ４２
（４３）（３７）（６）（２５）（６１）（５９）（４６）（８０）（４７）（１７）（２４）（７）（４３）

�雇用の動向
④ ③ ② ③ ②
４０ ３８ ５４ １３ ３２ ２７ ４８ ３７ ２７ ４１ ４８ ４６ ５８
（４５）（３８）（４６）（２５）（３９）（３２）（４８）（５０）（３２）（５２）（５６）（６４）（５１）

�台風などの災害の影響
⑤ ② ② ② ③
３６ １７ ４４ １９ ３２ ２３ ２３ ２５ ４６ ２９ ５２ ６２ ４４
（２２）（１７）（２０）（１３）（１６）（１８）（２３）（２５）（２５）（１７）（２７）（３６）（１７）

�物価の動向
③ ③

３５ ３８ ６２ ２５ ３２ ３５ ３８ ２６ ４０ ４３ ２６ ２３ ２９
（３８）（３８）（６３）（６）（３２）（２７）（３８）（４０）（３８）（４８）（２１）（５７）（３２）

�税制改正の動向
③

３０ １２ ３６ ３１ ２９ ２７ １８ ２４ ２６ ５３ １１ ７ ３５
（１６）（１２）（１４）（６）（１３）（９）（１８）（１３）（２２）（３１）（９）（－）（１９）

�民間設備投資の動向
③ ②

３０ ２２ ８ １９ ５５ ２７ ２９ ５４ ４０ １０ １５ ８ ２１
（２７）（２２）（３）（６）（４８）（２７）（２９）（５３）（３２）（１２）（１２）（－）（２６）

�電気料金の動向
②

２５ ３６ ５９ ３１ ３６ ４６ １４ １１ ９ ２７ ７ １５ ２７
（２０）（３６）（４６）（２５）（３６）（２７）（１４）（８）（１７）（１４）（３）（３６）（２３）

	住宅着工の動向
②

１９ １５ ３ ５０ １０ １９ １９ ２９ ２９ １４ １５ ０ １３
（１８）（１５）（－）（５６）（１６）（９）（１９）（２９）（２７）（１２）（１２）（－）（１１）


為替の動向 １８ ２８ ３１ ３８ １３ １５ １７ ７ ２４ ２９ ２２ ２３ ６
（２０）（２８）（３１）（４４）（２６）（１４）（１７）（１１）（２０）（２９）（１５）（２９）（９）


金利の動向 １８ １０ ２８ ６ １０ ４ ２０ ２０ ２０ ２０ １９ １５ １９
（１７）（１０）（９）（１９）（７）（９）（２０）（２２）（２５）（１７）（１２）（７）（２１）

�社会保障費の増加 １６ １２ ２８ １３ １３ ８ １８ １８ ７ １６ １１ ８ ２３
（１６）（１２）（１７）（１３）（７）（９）（１８）（１７）（１３）（２４）（１８）（７）（２１）

�金融機関の融資姿勢 １６ １３ １８ １３ １３ １５ １５ ２１ １６ １８ ７ ８ １３
（１５）（１３）（１１）（１３）（１３）（１４）（１５）（２１）（１７）（１７）（－）（２１）（１３）

�中国経済の動向 １５ １７ ２６ ２５ １６ １５ ８ ７ １５ １６ ４ ３１ １３
（１０）（１７）（１４）（１３）（２３）（１８）（８）（１）（１３）（７）（－）（２９）（１１）

政局の動向 １２ ７ ８ ６ １３ ８ １３ ２０ １３ １２ ４ ０ １０
（１１）（７）（６）（－）（１３）（５）（１３）（２０）（１２）（７）（３）（７）（１５）

�TPP（環太平洋経済連
携協定）の影響

１１ １３ １８ ２５ １９ １９ ７ ３ １３ ６ １１ ８ ６
（９）（１３）（２０）（－）（７）（１８）（７）（１）（１８）（７）（９）（－）（４）

�国と地方の財政改革の
動向

１１ ７ １０ １９ １６ １５ ９ １５ ０ ８ ０ ０ １９
（９）（７）（６）（１３）（７）（５）（９）（１７）（５）（７）（６）（－）（９）

�規制緩和の動向 ９ ６ １３ ６ １６ ０ ８ ５ １１ １２ ４ ０ １５
（７）（６）（－）（１９）（１０）（－）（８）（５）（１２）（１０）（６）（－）（１１）

�欧米経済の動向 ９ ７ １５ １３ １３ ４ ４ ８ ６ １２ ４ ８ ６
（５）（７）（６）（６）（１０）（５）（４）（４）（５）（５）（－）（７）（４）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査、※は前年未調査
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今回の調査では、北海道胆振東部地震の影響緩和などによって、幅広い業種で業況が持ち

直す見通しとなりましたが、先行きの懸念材料として「原油価格の動向」、「消費税増税」、

「雇用の動向」が多く挙げられ、その影響を心配する声が聞かれました。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜食料品製造業＞ 「年号変更」、「消費税増

税」、「商品表示法」など対応しなければなら

ないことが多くあり、さらに、働き方改革の

推進・年次有休取得義務化など、その対応に

かかる経費の増加が見込まれる。中小企業保

護というが、これらの経費増加分に対応でき

ない企業は厳しい状況となる。

＜食料品製造業＞ 当地域では新幹線開業の

効果がほぼ剥落した。今後は、道外や海外か

らの観光客を如何に呼び込めるかが大きな課

題である。先般の震災により、自然災害（梅

雨がない、台風が来ない、地震が少ない等）

リスクが小さいという北海道神話が崩れてき

ているのではないか。本州と陸続きでない地

理的デメリットを如何に担保して安全と万が

一の備えをアピールできるかがポイントと考

える。

＜パン・菓子製造業＞ 消費税増税の軽減税

率制度の準備対応が遅れており、早急に進め

なくてはならない。

＜製材業、木製品製造業＞ 人手不足や原油

価格の高騰、消費税増税など企業にとっては

痛手となる問題が多い。また、「働き方改革

関連法」によってどの程度、経営に影響が出

てくるのか見当がつかない。

＜金属製品製造業＞ 災害の復旧復興の状況

と原油や原材料の価格の動向が気になるとこ

ろである。

＜輸送用機械器具製造業＞ 燃料価格の高騰

や運転手不足等による運送業者の業況推移

（販売面への影響）や石油製品、アルミ・ス

テンレス材等の価格動向（原材料の値上がり

による原価アップ）などが懸念材料である。

＜ゴム製品製造業＞ 原油の高騰で化成品原

材料の価格も上がりコスト高になるが、販売

価格の改正は単純にできないことが懸念材料

である。

＜飼料・たばこ・飼料製造業＞ 製造コスト

の中で、人件費と並んで比率が高いのが燃料

代、電気代であり価格の動向が懸念材料であ

る。また、売上単価では、資材の輸入の価格

が国内価格に大きな影響を及ぼすためアメリ

カ、中国の動向に注意が必要である。

＜窯業・土石製品製造業＞ 地震などの影響

により、公共工事の安定的な発注があるの

か。また、人手不足は続いており、人材の確

保が課題である。

経営のポイント

２０１９年の道内企業の懸念材料は「原油価格動向」「消費税増税」「雇用動向」
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業、小売業

＜印刷・同関連業＞ 社会保障費の負担が増

え人件費の増加を懸念している。働き方改革

により、労働時間や休暇取得などにより人手

確保ができないことから、仕事の受注条件内

容等を検討しなくてはならない状況となって

いる。消費税１０％により値引きを余儀なくさ

れる案件が発生することを懸念している。

＜一般土木工事業＞ 消費税増税による心理

的影響が一番懸念される。どれだけ財政支援

を行ったとしても実質値上げによる心理的影

響は大きい。

＜一般土木工事業＞ 参議院選挙の動向など

で、公共工事予算編成についてまだ不透明な

部分が多く懸念される状況である。

＜一般土木工事業＞ ２０１８年は公共土木工事

が不調であったが、建築工事の受注は好調で

あった。特に札幌地区での大型物件が売上高

拡大に大きく寄与した。しかし、ある程度の

利益が見込める公共土木工事の受注不調は、

経常利益率の悪化となった。２０１９年度の業績

見込みについては公共土木工事の受注次第で

ある。建築工事は先細りとなる感が強いと感

じている。

＜一般土木工事業＞ 今後の数年間の見通し

では懸念材料は見当たらない。長期的には中

国経済の動向やインバウンド関係、それに伴

う建設投資などが、今後継続していくかがポ

イントと考える。

＜木造建築工事業＞ リフォーム代金や家賃

等のクレジットカード決済の普及によってク

レジットカードの加盟店手数料負担が増加

し、利益を圧迫するのではないかと懸念して

いる。

＜木造建築工事業＞ 消費増税後の影響、石

油製品の高騰による建築資材の値上がりが懸

念材料である。

＜とび・土木・コンクリート工事業＞ 消費

税増税による住宅駆け込み需要動向や道内に

おける砂・砂利など骨材不足、また、札幌圏

以外の地方における経済力衰退などが懸念さ

れる。

＜機械器具卸売業＞ 消費税増税による設備

投資意欲への影響が懸念される。また、台風

や地震などの災害対策（BCPをふまえた）を

していく必要がある。

＜建築材料卸売業＞ 消費税増税後の反動減

が懸念される。

＜飲食料品卸売業＞ 台風や震災等の被害に

よる農産物の高騰で仕入価格が上昇し、利益

確保が厳しくなる。

＜その他小売業＞ 一番懸念されるのが電気

料金と原油価格の動向である。これ以上高く

なれば生活にも影響がでることから、消費が

落ち込む可能性がある。

経営のポイント
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７．運輸業、郵便業

８．宿泊業、飲食サービス業

９．その他非製造業

＜その他小売業＞ 今までターゲットとして

いた年齢層から、もっと高齢者に向けたビジ

ネスに変えていく必要がある。キャッシュレ

ス等も話題になっているが、即座に順応出来

る体制を整える必要がある。

＜道路貨物運送業＞ 道外への人口流出によ

る基幹産業である一次産業の担い手不足等

が、道内経済に大きく影響を与えることが懸

念される。

＜道路旅客運送業＞ ガソリン価格の高騰や

乗務員不足が経営に影響を及ぼしている。

＜ホテル・旅館業＞ 原油価格の上昇が経費

増加に直結することから安定した価格を望

む。また、消費税増税による影響を懸念（特

にレジャー関係費用の減少が予想されるか

ら）している。

＜土木建築サービス業＞ 公共工事の動向は

ある程度安定的に推移すると予測している

が、人手不足の影響が懸念される。特に当社

以外の外注先で人手確保が遅れており、今後

の事業継続が懸念されている。

＜その他の娯楽業＞ 従業員を確保できずに

営業できないということを聞いている。少子

化問題で、今後はさらに従業員確保は難しく

なる。また、消費増税後に消費が一時的に冷

え込むことを想定している。

＜ソフトウェア業＞ 雇用の動向が懸念材料

である。働く側からみると、中小企業につい

ては安定している企業と魅力的な企業のとら

え方が違い苦慮するところ。ある程度の規模

を維持しなければ、今後人材の確保は難しく

なるのではないかと不安はある。

＜その他技術サービス業＞ 道内経済の見通

しは震災の影響が払拭しきれないが、消費税

増税前の駆け込み需要は少しずつ出て来てい

ると感じる。重視する項目や懸念される材料

については、国家資格を必要とする職業の人

員が不足して深刻化していること、また、営

業や事務も人手不足であること。仕入れは原

油や素材価格の上昇による影響が大きい。顧

客が材料の値上がりを受け入れてくれること

は難しいが、どこかのタイミングで値上げす

ることが必要である。

経営のポイント
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（要約）

○「米中貿易戦争」は昨年秋以降一段と深刻化。中国経済の減速傾向が強まり、アセアン経

済にも中国向け輸出の減少を通じ悪影響。

○今後、米中間で一旦妥協がみられるものの、米トランプ政権の政策運営と中国の構造改革

が改善する可能性は低い。

○しかし日本企業にとっては、アジア・世界で自由貿易圏の拡大を活かす好機。

○アジア全体で急速に進むデジタル化に技術力を持つ日本企業がどう関わっていくかに注

目。

はじめに

年明け以降、中国経済の減速傾向が強まっています。さらに、この点は中国向けの輸出の減少

を通じ、アセアン各国の経済にも悪影響を与えています。

その一方で、日本企業から見たアジアとの貿易・投資をめぐる環境には、明るい材料がありま

す。同時に、アジア全体に広がっているビッグデータやAIを用いたデジタル化の波は、景気動

向にかかわらず今後も進展していくことでしょう。

以下、本稿では、前半で中国・アセアン各国の景気見通しを、後半ではこれを受けた日本企業

の立場から見た戦略について述べたいと思います。

１．「米中貿易戦争」と中国経済減速の行方

現在、世界経済の最大の懸案は「米中貿易戦争」です。その始まりは、米国のトランプ大統領

が、中国が米国に対し巨額の貿易黒字を計上していることを問題視し、中国からの輸入に対する

関税を強化し始めたことです。

さらにこの問題が大きな転機を迎えたのは、昨年１０月４日に、米ペンス副大統領が演説を行

い、中国に対し政治・経済・外交の全ての面で対決姿勢を鮮明にしたことでした。

そこでは、米国が中国と個別に行う貿易交渉だけでなく、米国からのハイテク技術の中国に向

けた流出、中国の政府と企業が癒着していることへの構造改革要求、中国が米国に対抗し覇権国

になろうとする安全保障上の問題が包括的に取り上げられました。そのため米中関係は、全面的

に対立する「米中冷戦」の時期に入った、と言っても言い過ぎではありません。

この点が両国の経済に与えた影響を見ると、より深刻な状況にあるのは中国です。中国は

元々、過去に膨らんだ不動産等への投資を処理するという構造問題を抱えていた所に、貿易戦争

経営のアドバイス

アジアの経済動向と日本企業の戦略
－「米中冷戦」と自由貿易・デジタル化－

国際大学 特別招聘教授

林 秀毅
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予測
（前年比、％）

２０１８ ２０１９
２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０

７‐９月１０‐１２月 １‐３月 ４‐６月 ７‐９月
ASEAN５ ４．４ ４．６ ４．５ ４．６ ４．７ ５．０ ４．８ ４．７ ４．８

（４．８） （４．８） （４．７） （４．９） （４．８） （４．８）
インドネシア ５．２ ５．２ ５．２ ５．２ ５．３ ５．１ ５．２ ５．２ ５．４

（５．２） （５．２） （５．２） （５．２） （５．３） （５．５）
マレーシア ４．４ ４．４ ４．４ ４．５ ４．６ ５．９ ４．７ ４．５ ４．７

（４．８） （４．６） （４．８） （４．９） （４．６） （４．６）
フィリピン ６．１ ６．３ ６．４ ６．７ ６．５ ６．７ ６．３ ６．７ ６．７

（６．６） （６．６） （７．０） （６．４） （６．７） （６．８）
シンガポール ２．２ ２．３ ２．３ ２．２ ２．５ ３．６ ３．３ ２．５ ２．４

（２．２） （２．７） （２．５） （３．１） （２．６） （２．３）
タイ ３．３ ３．８ ３．５ ３．６ ４．１ ３．９ ４．２ ３．９ ３．８

（４．４） （３．９） （４．０） （４．６） （４．１） （４．０）
インド ７．１ ６．９ ６．８ ６．９ ７．４ ６．７ ７．３ ７．３ ７．５

（７．０） （６．９） （７．１） （７．４） （７．６） （７．９）
中国 ６．５ － － － － ６．９ － － －

（６．６） （６．３） （６．２）

（図表１）JCER／日経アジア・コンセンサス第１２回調査結果の概要
（実質経済成長率）

（出所）中国は日本経済新聞社と日経QUICKニュースによる「中国エコノミスト調査」から
（注）数字は回答者の平均予測値、カッコ内は前回調査の平均予測値、ASEAN５は５カ国の加重平均。

インドの２０１７年は２０１７年４月～１８年３月

の悪影響が加わることになったためです。

一方、米国でも先の読めないトランプ政権の政策運営に対する懸念もあり、株式市場が不安定

化するなどの影響が出ています。しかしそれでもなお、リーマンショックから立ち直り金融政策

の正常化を進めつつある米国の景気は、比較的安定していると言えるでしょう。

別表は、日本経済研究センターが昨年１２月下旬に公表した「アジア・コンセンサス」の結果概

要です（図表１）。これはアジア各国のエコノミストに、アジア主要国の景気見通しをヒアリン

グし集計したものです。「コンセンサス」とは各地の有力なエコノミストによる予想の平均を示し

ています。

これによれば、中国の実質経済成長率は、２０１７年実績の６．９％から、２０１８年６．６％、２０１９年

６．３％、２０２０年６．２％と大幅に低下していく見込みです（その後、中国の国家統計局から２０１８年の

実績が６．６％であることが発表されています）。

この調査のヒアリング期間が昨年１１月下旬から１２月中旬であること、その後も米中関係の悪化

が続いていることを考慮すれば、上の見通しはさらに下方修正されていくのではないでしょう

か。

以上のように考えると、米国が中国に対し貿易不均衡の改善策の回答を求めている３月１日前
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（図表２）アジアの地域自由貿易交渉の枠組み

（出所）経済産業省資料などにより作成。なお、TPP１１及びRCEPの正式名称は以下の通り。
TPP１１：包括的かつ先進的TPP協定
RCEP：東アジア地域包括的経済連携

後に、中国がある程度柔軟な姿勢を見せ、これに米国も応じ、一旦は事態の収拾が図られるで

しょう。

しかし、中国が国内に構造問題を抱えつつ世界の覇権国になることを目指し、一方の米国もト

ランプ大統領が「アメリカファースト」を掲げ、米国内の支持を維持するため強気の姿勢を崩さ

ないとすれば、長期的には米中の対立が根本的に解消する見通しは低いと言わざるを得ません。

２．アセアン経済への影響

これまで述べた米中対立の深刻化と中国経済の減速は、他のアジア諸国の経済にどのような影

響を及ぼしているでしょうか。

ここで特に問題になるのは、アセアン１０カ国の経済動向です。アセアン各国は全体として５％

程度の高成長を維持してきました。しかしその成長は中国向けの輸出に大きく依存しており、中

国の需要が減るとアセアン各国から中国向けの輸出も減り、アセアン各国の成長率も低下してし

まうためです（図表１を改めてご参照ください）。

さらに、米中対立の悪影響が生じる前から、元々、アセアン各国の経済には行き詰まり感が生

まれていました。

２０１５年末、アセアン経済共同体（AEC）が発足し、域内では原則として関税が廃止され、国境

を越えた単一市場が誕生しました（図表２）。

しかし実際には、多くの国が関税を廃止する一方で、自国産業を保護するため、海外企業の自

国内への進出を制限しているのです。

これは、シンガポールからミャンマー・カンボジアまで、アセアン加盟国の現在の経済力に大

きな差があるため、後発国を中心に自国の産業を守ろうとする国があることが背景です。
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（図表３）ADBとAIIBの参加国構成

（出所）ADB・AIIBホームページにより筆者作成

さらに経済成長で先行してきたシンガポールやタイでは、既に賃金が上昇し、少子高齢化が進

むという「中進国の罠」に陥る可能性が高まっています。

このような状況で、「成長の柱」と言うべき中国向けの輸出が低迷してきたため、これまで高

成長を遂げてきたアセアン各国も厳しい課題に直面しつつあります。

３．アジアの自由貿易圏の拡大

それでは、アジアの各国が以上のような現状を打開する道はないのでしょうか。

ここで、第一に考えられることは、地域的な自由貿易協定への取り組みです。

先ず、昨年末に発効したTPP１１は、米トランプ大統領が交渉からの離脱を表明した後、日本の

主導により、昨年末に発効しました（図表３）。

アセアン加盟国のTPP１１に対する姿勢は分かれています。日本などとの貿易の拡大を中心とし

た経済活動の緊密化を進めたいシンガポール・マレーシア・ベトナムが参加する一方で、自国産

業の保護を重視するインドネシアやタイをはじめとする他のアセアン加盟国は参加を見合わせて

います。

しかし今後、TPP１１が軌道に乗り域内の自由貿易によるメリットが明らかになれば、参加表明

をする国は増えてくるでしょう。先に述べたように、アセアンの各国は輸出力を持っていますか

ら、TPP１１のような地域貿易協定に参加する利点は大きいといえます。

第二に、今年末にかけ、「RCEP」と呼ばれる別の自由貿易交渉が進展する可能性がありま

す。対象国は「アセアン＋６」と呼ばれ、アセアン１０カ国に日・中・韓とインド・オーストラリ

ア・ニュージーランドを加えた１６カ国です。

昨年末にかけ、これらの国々の間でRCEPについて交渉が行われましたが、妥結には至りませ

んでした。最大の理由はインドの動向です。インドは今年の春に総選挙を控えているため、国内

産業の抵抗が強い自由貿易交渉に積極的になれなかったという背景があります。

しかしTPP１１が発効したことにRCEP交渉が影響を受け、今年末にかけ交渉が進展する可能性

が高まっています。インドも総選挙後は前向きに交渉に臨むと言われています。インド・中国と

いう発展途上にある大国が参加しているため貿易自由化のレベルはそれほど高くならないかもし
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れませんが、日本の主導により両国を含む形で自由貿易の枠組みができれば、その意味は大きい

と言えます。

４．投資の活発化：一帯一路構想とIT化の進展

最後に、貿易と並ぶ地域の成長要因となる投資について考えたいと思います。

この点についても、焦点となるのは、シルクロードの現代版と言われる一帯一路構想を進める

中国の動向です。

一帯一路構想は、地域や対象プロジェクトが特定されていないため、具体的なイメージがつか

みにくい面があります。確かに、広くアジアから欧州までのユーラシア地域を中心に、中国の現

政権が資源の確保や国の安全保障などから有益と考えるプロジェクトには、この構想の名の許に

積極的に投資が行われるという実態が続いています。

なお、一帯一路構想による海外投資については、２０１５年に設立されたアジアインフラ投資銀行

（AIIB）の役割が注目されます。AIIBは中国政府が中心となり、アジア・欧州の国々が参加して

設立された国際機関です。

AIIBへの参加国は、現在９３カ国に上っていますが、日本や米国は参加していません（図表

３）。これはアジアには、日本と米国が中心となって設立したアジア開発銀行（ADB）という同

様の国際機関が従来から活動しているためです。

しかし一帯一路構想による海外投資に対しては、中国による資源獲得の手段になっている、あ

るいは受け入れ国の財政状態を考えていないといった批判が高まっています。AIIBも発足から

間もないため、融資に対する技術や経験が補足しており、当初期待されたほどの実績が上がって

いません。そのため、日中両政府によるアジアの第三国でプロジェクト開発や、AIIB･ADBの協

力による融資などが検討されています。日本企業がプロジェクトに参加する可能性も高くなって

くるでしょう。

次に、現在、アジア全体でデジタル産業が急成長しています。先ず中国政府は、２０１５年に「中

国製造２０２５」という計画により、イノベーションによる製造業のデジタル化・スマート化を進め

ることを目標に掲げました。中国の民間部門では、アリババやテンセントが電子商取引（EC）

を中心に巨大企業に成長しています。

同様の動きは、アセアン各国にもみられます。金融や貿易が盛んなシンガポールや自動車産業

を中心とした製造業を持つタイは、今後も高い経済成長を続けるためのカギとして、政府レベル

でデジタル産業の育成に力を入れています。民間でも各国で新興企業が成長し始めており、上に

述べた中国の巨大企業から支援を受けるという動きが進んでいます。

しかしここで、冒頭に述べた「米中貿易戦争」が進む中で、米国が中国に対し、中国企業が高

度なデジタル技術などを不正に取得しているとして、これに制限を加える動きが表面化していま

す。

これに対し、元々高い技術を持つ日本企業は、アジアの企業と信頼関係を維持しながら、関係

を深めていくことができるでしょう。
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最後に：道内企業との関係

最後に、中国・アセアンなどアジアとの関係を、道内企業の観点から考えてみましょう。

先ず、道内企業がアジアに貿易面で製品・農産物を輸出するような場合、輸出先の経済状態に

よることは確かですが、品質が良ければそれだけ影響は受けにくくなります。HOKKAIDOとい

う地域のブランドは、アジアでは確立され定評があることが強みと言えます。

次に、道内企業が現地生産など投資を行う場合、以上述べたような環境の変化をふまえた立地

選択が必要になるでしょう。筆者は、現在でも賃金が比較的低く若い労働力が確保できるうえ、

TPP１１に当初から参加し経済発展の見込めるベトナムを「チャイナ＋１」の投資先として注目し

ています。

さらに、今年４月から始まる外国人労働者の受け入れ拡大が始まるため、今後、日本の地方と

ベトナムなどアジア各国の間で、人的なネットワークが一段と拡大する可能性があるでしょう。

一方、アジアからの観光などを目的としたインバウンド需要についてはどうでしょうか。この

点についても、各国の経済状態による影響をある程度受けることは確かですが、そうした影響を

受けにくい富裕層を対象とした企画を行ったり、中国だけでなく、タイなどアセアン諸国でも急

速に発展しているSNSによる情報発信や、キャッシュレス決済に対応していくことが、有効な対

策になるでしょう。

（参考資料）

国際機関日本アセアンセンターホームページ

林秀毅「アジアの技術革新と地方創生 情報化の果実を道内に」（北海道新聞、けいざい寒風温

風、２０１８年１１月）

林秀毅「アジアの経済統合とデジタル化」（国際金融、２０１８年１１月号）

＜執筆者紹介＞

林 秀毅（はやし ひでき）１９８１年東京大学卒業、同年日本興業銀行入行。調査部主任部員、み

ずほ証券エコノミスト、一橋大学客員教授、慶応義塾大学特任教授等を経て現職。日本経済研究
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１．被災者は我慢をしなければならないのか

昨年９月に発生した北海道胆振東部地震から私たちは多くのことを学びました。そして、行政

でも民間でも、多くの皆さんがすでに新たな対応の仕組みづくりに取り組んでいます。そうした

中、私があえて重要と考えるのは「被災者は我慢しなければならない」という考え方からの脱皮

です。そしてもうひとつ、「どこにいけば最新の正しい情報が手に入るのか」をあらかじめ決め

ておくということです。

前者は「お金を出せば欲しいサービスが得られる」という仕組みです。これまでの公平・平等

といった「みんなが我慢しているのだから仕方ない」という常識を変えることです。ベジタリア

ンは好き嫌いで肉を食べないわけではありません。食事制限はわがままではありません。どんな

場合であっても選択肢があるということが、成熟した社会の姿だと考えます。

後者は「自分以外の人はちゃんとした情報をどこかから得てチャンスを逃さないようにしてい

るのではないか」という、あらぬ心配

から開放し、いらぬ混乱を招かないよ

うにすることです。今回、改めて災害

弱者として認識されたのが近年増加し

ている外国人旅行者でした。彼らが簡

単にアクセスでき、頼れる場所はどこ

でしょうか。それはホテルです。手近

にあり、いついかなる時にも安心して

飛び込める場所だからです。そんなホ

テルにこそ最新の情報があるという仕

組みをつくり、広く一般化すべきで

す。そして、今後取るべき行動につい

て親身に相談に乗ってくれる仕組みも

同時に欲しいところですが、それがで

きるのは旅行業者だと私は考えています。

２．災害に強いまちを「観光」でつくる

本稿では、こうした考えに基づき、災害に強いまちを「観光」でつくることを提案したいと思

います。ここで言う「災害に強いまち」とは、災害に弱い人、困っている人に寄り添うまちのこ

とです。具体的には、高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、要介護者、病弱者、そして外国人旅

行者を前提に考えられているまちということですが、ここで大事なことは、災害への備えを「特

別な時だけのこと」としてではなく「普段から機能している仕組み」として用意することだと考

災害に強いまちを「観光」でつくる

【写真１】避難所の様子（札幌市より提供）
プライバシーが守られにくい環境であり我慢が必要

株式会社 北海道二十一世紀総合研究所
特任審議役 木本 晃

寄稿
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えます。それが「災害に強いまちを観光でつくる」という提案です。

「観光」とは、地域の魅力や体験をより楽しんでいただき何度でも訪れていただくための「し

かけ」のことです。そして北海道には、食や四季折々の風景、体験など多くの魅力があります

が、なによりも重要なことは「安心して訪れていただくこと」と「北海道を好きになっていただ

くこと」です。そのために求められることは「あたりまえの対応」ではなく「できる限りの対

応」をするということです。どんな時でも不安を取り除き、期待に応え、笑顔になっていただけ

るように努めることが大切です。多くの場合、私たちは目の前の旅行者が困っていることに気づ

いても、気軽に声をかけることができません。しかし、重要なのは、解決できないまでも一緒に

考えること、つまり親身になるということです。「災害に強いまちを観光でつくる」ということ

は、「これくらいしかできないけれど、仕方ない」と決め付けず、「どうすればもっと安心しても

らえるだろうか」という気持ちで困っている人に寄り添うということです。それは、北海道観光

のレベルアップにもつながります。

災害対策を「もしもの備え」と考えると、限られた予算の範囲で合理的・効率的に行うことが

求められます。ところが、災害対策を「観光施策」だと考えると、様々な波及効果を期待し、観

光産業振興のための「投資」だと見なすことができます。災害というピンチをチャンスと考え、

「危機の時、親身にしっかりと対応する」ことでファンをつくる。これは観光危機管理が進んで

いるといわれるハワイ州の戦略でもあります。災害はなくせなくても不安はなくす。安心しても

らうためには笑顔やおもてなしだけでは足りません。たとえお金はかかっても、お客様の期待に

応えることが求められます。

では、外国人旅行者をはじめとする災害弱者の立場に立って不安のない場所になり、「たとえ

災害が起きても自分たちは取り残されない」と思ってもらえるためには、どういう仕組みを作れ

ばよいのでしょう。私は今回、二つの提案をしたいと思います。

３．提案① －旅行業界全般を「災害支援組織」とする

ひとつ目の提案は、ホテル・旅館のみならず、旅行業界全般を災害支援組織として位置づける

ことです。

熊本県は災害時に避難所での生活に特別な配慮が必要な「要配慮者」にホテルや旅館といった

宿泊施設を提供する仕組みを作っています。災害時に被災者を近隣のホテル等に誘導すること

は、災害直後に発生しがちな風評被害・キャンセル対策にもなり、極めて合理的だと思います。

また避難場所の役割は時間とともに変化しますが、ホテルを選択肢のひとつと考えるだけでは

なく、必要な経費を支援金で支えるという発想があってもいいと考えます。支援金とは、被災者

に直接配られる義援金とは別のもので、災害時に支援を行っているNPOなどの団体に配られるも

のです。

従来より、災害時にホテルなどの事業者が、受け入れや食事の提供などを通じ、被災者を助け

てきたという例がありますが、ホテルを災害時の緊急避難場所と位置付けておくことで、支援金

の配布に合理性が生まれ、それらの活動を支えることができます。

さらに、各ホテルの体制を踏まえて被災者の意向や好みを汲み取り、行き先に選択肢が用意で
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きれば、それぞれのニーズに応じた

サービスがより効率よく行えます。外

国人旅行者を国別に分けることができ

れば、食事制限といったサービスの要

求水準や欲しい情報が共通し、対応が

楽になります。課金によりプレミアム

なサービスが受けられるようにするこ

とも可能です。

現在、災害対応において行政の判

断・行動を封じているのが公平性とい

う考え方で、「人数分用意できなけれ

ば支援物資といえども受け取らない」

とか「体の大きさや年齢にかかわらず同じ量の食べ物を配布する」という硬直化しすぎた対応も

招いています。求められるサービスの内容・質に応じて対象を分けることが合理的であり、その

上で、ニーズに応じたサービスを心がけることが理想ですが、それを実現できる場は公設の避難

所ではなくホテルでしょう。そして実現できる人は、行政関係者ではなく、たとえば旅行業者で

す。

団体旅行者を引率し、突然の事故や要求、計画変更に迫られても代替案を提示してきた旅行業

者の経験は、災害避難時の大勢の人間の安否確認、宿泊手配・振り分け、安全な集団移動を可能

にします。むしろ、行政が行うよりも安心して任せられます。

あらかじめ行政と旅行業者が協定を締結し、必要な経費は行政と支援金が負担することを前提

として、情報確認・連絡、避難所等の状況把握、ボランティアへの指示、移動手段の手配、被災

者の意向確認を行います。ホテル単位で足りないもの、要望を集約します。地域別、国別、世代

別などで宿を分散させます。高齢者には高齢者向けのサービスを、子育て家族には子どもへの配

慮を心がけます。

このたびの経験で必要だと感じたのは情報が順次手に入ることでした。停電による不自由がい

つまで続くのか情報がないために、何をいつまでどうやってすればいいのか悩みました。空いて

いる店、水や食料の調達方法、交通機関の復旧のめど。何ひとつ確かな情報がもたらされないま

ま、遠くの建物に電気が灯り、近くのマンションがどうやら通電されたことを知り、なのに自分

だけが取り残されている、忘れられているような不安や不満がありました。街の中のホテルも規

模やグレードに関係なく復旧のスピードに差があってお客様の不満につながったと聞いていま

す。

完璧な対応を望むべくもない状態では誰もが黙って我慢することができますが、復旧のきざし

が見え始めると自分だけが取り残されているのではないか、不当に扱われているのではないかと

いう不満が生じます。関係機関への問い合わせが不必要な混乱を招くことは自明ですから、たと

えばホテルにはタイムリーに情報が届いているという仕組みをつくるべきだと思います。何がわ

かっていて、何がまだわかっていないのかがわかれば、自分が情報から取り残されているわけで

【写真２】災害時に被災者が身を寄せたホテルのロビー
（東日本大震災発生当時の「南三陸ホテル観洋」）
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【図表】災害支援組織のイメージ

はないという安心が得られます。

自治体職員が減っていく中、災害時の対応を官民共同で行うことは効率的であり、現実的だと

考えます。

４．提案② －災害時の活用を視野にあらかじめ空き家をリフォームする

ふたつ目の提案は、みなし仮設住宅としての活用を視野に、平時より空き家のリフォームに取

り組むことです。

災害による非常事態が落ち着いた後、いつまでもホテルでの滞在を行政が支援するわけにはい

きません。行政は急仮設住宅や民間借上住宅の用意を始めます。そこで提案したいのが、空き家

をリフォームし「みなし仮設住宅」として活用することです。

空き家を活用するためには所有者の合意が必要です。一般的には、あらかじめ合意をとりつけ

ておき災害発生後にリフォームする方法が採られていますが、あらかじめリフォームも済ませて

おき、普段はゲストハウスや民泊などとして活用することを提案します。特にホテル等の宿泊施

設の少ない地方部においては、行政が「災害時の避難施設」と位置づけた空き家を借り受け、リ

フォームし、平常時には公設民泊やゲストハウスとして活用することが望まれます。

自治体は、災害復興をきっかけとして新たなまちづくりに取り組むことになります。まちづく

りとは、人が集まり暮らす場所を作るということです。

５．地域のファンを増やす

観光振興に取り組む一方で、まちに興味があり、縁のある「関係人口」を増やしていくことが

今日的な取り組みになっています。今年度、総務省は、移住した「定住人口」でもなく、観光に

来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に関わる「関係人口」に着目し、そういっ
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たことに取り組む自治体を支援するモデル事業を実施しています。道内でも安平町をはじめ複数

の自治体がこの事業を行っています。

そもそも、今日、観光客は「楽しそうなまち」にこそ訪れることがわかっています。いわゆる

名所旧跡といった観光資源は必ずしも必要ではないのです。まちはそういった観光客がふらりと

訪れしばらく滞在する場所をあらかじめ用意しておかなければなりません。ならば、まちなかの

空き家や空き店舗を活用すべきです。遊びに来た人がしばらく泊まれる場所をつくることです。

災害時の活用を意識して、こうした観光産業に取り組むべきだと思います。

災害復興の観点から、さらには風評被害防止の観点から有効と考えられていることのひとつは

「地域のファンを増やす」ことです。団体旅行に依存した地域では、災害が発生しても、その地

域の行く末を心配する外部の人間が少ないため、ボランティアの志願や義援金の供出などを期待

することができません。「関係人口」とは、地域のファンや、地域の心配をし応援してくれる人た

ちのことであり、こういう人たちを増やす仕組みづくりに取り組まなければなりません。そのた

めには、個人旅行者を篤くもてなす観光構造に平時から変化させていくことが重要です。

「災害に強いまちをつくる」とは、人が集まるまち、楽しそうなまちになることでもありま

す。楽しそうな人の集まる場所をつくり、楽しそうなことを新しく始めようとする人を受け入れ

なければなりません。それは外国人観光客にも親切なまちになるということです。

厚真町は、この度一旦中止を決めた「ローカルベンチャースクール」の再開を決意しました。

これは「関係人口」に着目し、何かに挑戦してみたいと考える若者をまちが一丸となって受け入

れ、応援するという取り組みです。

こうした新しくまちに元気な人を呼び込む試みこそが真に「災害に強いまちづくり」である

と、深く敬意を表します。

〈執筆者略歴〉

２０１６年（平成２８年） 北海道経済部 観光振興監。

２０１８年（平成３０年）４月 株式会社北洋銀行に再就職。同日付で北海道二十一世紀総合研究所に

調査部 特任審議役として出向。
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経済コラム 北斗星

外国人労働者「受け入れ制度」の抜本的見直しを
政府は、外国人労働者の受け入れ拡大に関し、昨年１２月８日、出入国管理法を改正し、１２

月２５日には、その「基本方針」および業種ごとの「運用方針」を閣議決定した。今回の制度

拡充は、現行制度の上に、特定技能１号、同２号の２種類の在留資格を新たに創設するもの

である。特定技能１号については、比較的単純な仕事を想定、日常会話程度の日本語能力と

就業分野に関する試験を行い資格認定する。在留期間は５年、家族帯同は出来ない。特定技

能２号は、熟練した技能を用いて働く仕事（建設工事の現場監督など）を想定、在留期限に

制限はなく事実上の永住も出来るし、配偶者と子供を帯同できる。

本制度は、本年４月１日から実施されるが、問題は、特定技能１号は現行の技能実習生か

らの移行、特定技能第２号は、同１号からの移行が想定されていることだ。法改正の国会審

議の過程でも議論されたように、外国人が日本で働く場合の受け入れ体制については、現行

の技能実習制度一つとっても様々な問題が指摘されている。技能実習は、そもそもは発展途

上国に対する技術支援・協力を目的とした制度としてスタートした。日本で技術を身に着

け、本国に戻って母国の発展のために活躍することが建前である。

しかし、実際の現実を見ると、制度の趣旨は全く生かされていない。すなわち、①受け入

れ企業の多くは、技能実習生というよりは、安く使える労働力という認識が強い。②低賃

金、過重労働などの悪質な雇用実態の事例が多発している。③理不尽な職場に耐えかねて実

習生が失踪、不法滞在となるケースも続発している（一昨年の道内実習生の失踪だけでも８８

名に上る。３０．１２．１日付北海道新聞）。④さらに、送り出し国、受け入れ国双方における悪徳

仲介会社の存在も指摘されている。実習生によっては、来日前に多額の借金を背負ってしま

うケースも決して少なくないようだ。

さらに驚いたのは、三菱自動車、パナソニックなどの一流上場企業において、法務省から

技能実習認定の取り消しが行われたことだ（３１．１．２６日付北海道新聞）。三菱自動車では、実

習計画（溶接）以外の仕事（車体組み立て）に実習生を従事させていたという。パナソニッ

クは、過重労働により労働基準法違反で罰金の略式命令を受けたことが認定取り消しの理由

となった。こうした実態を見るにつけ、技能実習制度の趣旨（発展途上国への技術支援）

は、完全に我が国の労働者不足対策へと実体が変わってしまっている。新たにできる特定技

能１号の資格は、技能実習生からの移行が多くなると見込まれているが、これは違う制度の

基盤に新たな制度を構築するもので、いわば木に竹を接いだようなものだ。

我が国で働く外国人労働者は、昨年１０月時点で１４６万人（厚生労働省）とのことだ。北海

道の外国人労働者は、同じく昨年１０月時点で２．１万人、このうち技能実習生は１．０万人、留学

生のアルバイトが３．７千人（北海道労働局）であるという。実態が大きく変化し、実効性が

乏しくなった技能実習制度は、早急に廃止し、外国からの労働力の受け入れという趣旨のも

とに制度を一本化、簡素化すべきではないか。その上で、日本語習得、家族帯同、子弟の教

育、相談窓口の設置などの肌理の細かな受け入れ体制の整備を急ぐべきである。

（平成３１年２月１０日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１４年度 １０２．２ △５．３ ９８．４ △０．５ １００．６ △６．１ ９７．５ △１．２ ９７．２ ２．０ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９９．７ △２．４ r ９９．８ △０．７ r ９９．７ △０．９ r ９９．６ △１．０ r ９２．６ △４．７ r ９５．２ ０．２
２０１６年度 r ９９．８ ０．１ r１００．６ ０．８ r ９９．４ △０．３ r１００．２ ０．６ r ９２．３ △０．３ r ９３．９ △１．４
２０１７年度 r１００．３ ０．５ r１０３．５ ２．９ r１０１．４ ２．０ r１０２．４ ２．２ r ９８．０ ６．２ r ９８．８ ５．２

２０１７年１０～１２月 r１００．５ ０．２ １０４．４ １．２ r１０１．３ △０．４ r１０３．１ ０．７ r ９５．２ １．８ １０１．１ ２．０
２０１８年１～３月 r ９８．９ △１．６ １０３．３ △１．１ r ９９．８ △１．５ １０１．８ △１．３ r１０３．４ ８．６ １０４．１ ３．０

４～６月 r１００．２ １．３ １０４．５ １．２ r１００．２ ０．４ １０３．９ ２．１ r１０４．１ ０．７ １０１．４ △２．６
７～９月 r ９５．７ △４．５ １０３．１ △１．４ r ９７．１ △３．１ １０１．９ △２．０ １００．７ △３．３ １０２．６ １．２
１０～１２月 p９８．６ ３．０ １０５．１ １．９ p９８．５ １．４ １０３．７ １．８ p１０４．４ ３．７ １０３．１ ０．５

２０１７年 １２月 r１００．４ ０．２ １０５．８ １．５ r１０１．９ １．２ １０５．４ １．８ r ９５．２ △０．７ １０１．１ ０．３
２０１８年 １月 r ９９．０ △１．４ １００．８ △４．７ r１００．１ △１．８ １００．２ △４．９ r ９６．５ １．４ １００．５ △０．６

２月 r ９８．３ △０．７ １０３．５ ２．７ r ９９．８ △０．３ １０１．９ １．７ r ９８．９ ２．５ １００．８ ０．３
３月 r ９９．４ １．１ １０５．７ ２．１ r ９９．６ △０．２ １０３．４ １．５ r１０３．４ ４．６ １０４．１ ３．３
４月 r ９９．６ ０．２ １０５．４ △０．３ r１０１．７ ２．１ １０５．２ １．７ r１００．７ △２．６ １０３．２ △０．９
５月 r１０１．３ １．７ １０４．８ △０．６ r１０２．１ ０．４ １０３．０ △２．１ r１０３．６ ２．９ １０３．２ ０．０
６月 r ９９．６ △１．７ １０３．４ △１．３ r ９６．８ △５．２ １０３．６ ０．６ r１０４．１ ０．５ １０１．４ △１．７
７月 r ９９．４ △０．２ １０３．０ △０．４ r１００．２ ３．５ １０１．４ △２．１ r１０１．８ △２．２ １０１．６ ０．２
８月 r ９７．４ △２．０ １０３．３ ０．３ r ９９．８ △０．４ １０３．２ １．８ r１０２．５ ０．７ １０１．４ △０．２
９月 r ９０．４ △７．２ １０２．９ △０．４ r ９１．３ △８．５ １０１．１ △２．０ r１００．７ △１．８ １０２．６ １．２
１０月 r ９８．２ ８．６ １０５．９ ２．９ r ９８．３ ７．７ １０４．６ ３．５ r１０４．７ ４．０ １０１．３ △１．３
１１月 r ９９．０ ０．８ １０４．８ △１．０ r１００．２ １．９ １０３．３ △１．２ r１０２．７ △１．９ １０１．４ ０．１
１２月 p９８．７ △０．３ １０４．７ △０．１ p９６．９ △３．３ １０３．３ ０．０ p１０４．４ １．７ １０３．１ １．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７ ０．４ r １９５，２６０△１．１ r ２０２，８４９ △３．５ r ６５，６０７ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 r ９６２，１１０ ０．９ r １９６，２２３ ０．５ r ２０１，２９１ △０．８ r ６５，３５４ △０．４ r ７６０，８１９ １．３ r １３０，８６９ ０．９

２０１７年１０～１２月 ２６１，５１６ １．５ ５３，５２２ ０．７ ５７，２１８ ３．８ １８，６８１ ０．１ ２０４，２９８ ０．９ ３４，８４０ １．１
２０１８年１～３月 ２３７，１０８ １．２ ４７，７４３ ０．４ ５１，２７８ ０．６ １６，０６９ △１．１ １８５，８３０ １．４ ３１，６７４ １．２

４～６月 ２３１，１９６ ０．７ ４７，２５８ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２１７ ０．４ ３１，９７８ ０．３
７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２
１０～１２月 ２６１，１９２△０．１ p ５３，１１０△０．８ ５７，５０７ ０．５ １８，３４９ △１．８ ２０３，６８４ △０．３ ３４，７６０ △０．２

２０１７年 １２月 r １０４，０２２ ３．０ r ２０，９２１ １．２ ２３，６４１ ５．０ r ７，５９４ △０．４ r ８０，３８１ ２．４ r １３，３２７ ２．１
２０１８年 １月 ８１，９３２ ０．７ １６，８２６ ０．５ １７，９２０ △０．９ ５，６５９ △１．４ ６４，０１３ １．２ １１，１６７ １．５

２月 ７３，７５９ １．７ １４，５６５ ０．５ １５，６５４ ２．９ ４，７０２ △１．５ ５８，１０５ １．４ ９，８６３ １．５
３月 ８１，４１７ １．２ １６，３５１ ０．３ １７，７０４ ０．２ ５，７０８ △０．４ ６３，７１２ １．５ １０，６４４ ０．６
４月 ７７，０５２ ０．８ １５，５６４△０．１ １５，１１５ ２．６ ５，００５ ０．２ ６１，９３８ ０．３ １０，５５８ △０．３
５月 ７６，８１８△０．４ １５，６６４△１．４ １５，０４０ ０．２ ４，９４４ △２．５ ６１，７７７ △０．５ １０，７２１ △０．８
６月 ７７，３２６ １．８ １６，０３０ ２．１ １５，８２４ ３．７ ５，３３１ ２．６ ６１，５０２ １．３ １０，６９９ １．９
７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９
８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２
９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４
１０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２
１１月 ７９，７１９ ０．３ １６，４２３△１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８６ △２．３ ６２，０９３ △０．６ １０，６３７ △１．４
１２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５△０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年３月号

ｏ．２７２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2019.02.19 14.55.44  Page 30 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 r １４１，３７７ ３．２ r ４３，３４３ ３．２ r ２５５，４６５ ５．３ r ６１，６２４ ６．４ １３０，２８９ ０．６ r ３２，９２０ △０．４

２０１７年１０～１２月 ３７，４９６ ４．０ １１，２８８ ３．７ ６３，９５１ ５．１ １５，７３０ ６．１ ３５，４５８ △０．２ ８，７２０ △０．８
２０１８年１～３月 ３６，８９７ ０．５ １０，９２６ ２．１ ６４，０４９ ４．８ １５，２０３ ７．４ ２５，０４５ １．２ ７，２２３ △０．３

４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０９４ ２．９ ６４，９９６ ５．２ １６，０６３ ５．９ ３６，９５０ ０．６ ８，６１９ △１．９
７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，４２４ ０．９ ６７，８４２ ３．２ １６，３５１ ５．３ ３４，６３４ ４．７ ８，２６７ ０．９
１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５４１ ２．２ ６６，０９８ ３．４ １６，５４４ ５．２ ３７，０２９ ４．４ ８，７８４ ０．７

２０１７年 １２月 １５，４０３ ７．４ ４，７４８ ５．３ ２１，８３６ ５．０ r ５，６６３ ６．８ １３，４２６ １．６ ３，３７１ １．６
２０１８年 １月 １２，９５４ ０．７ ３，８２１ ２．８ ２２，７０４ ４．２ ５，０５３ ７．０ ８，２６７ △２．８ ２，４１５ △０．７

２月 ９，９４５ １．７ ３，０７３ ３．８ ２１，４４８ ４．１ ４，８４４ ６．３ ７，２９３ ２．７ ２，１７５ △０．７
３月 １３，９９８△０．５ ４，０３２ ０．２ １９，８９７ ６．１ ５，３０７ ８．７ ９，４８５ ３．８ ２，６３３ ０．４
４月 １０，７９８△１．１ ３，３４２ ０．８ ２１，５１９ ６．０ ５，３３７ ７．８ １２，２９２ ４．１ ２，９７６ ０．５
５月 １０，３２２ ３．７ ３，２４９ ０．４ ２１，１０１ ４．５ ５，３２６ ３．９ １３，２３５ △２．９ ２，９５５ △５．４
６月 １０，７９９ ６．４ ３，５０４ ７．６ ２２，３７６ ５．２ ５，４００ ６．２ １１，４２３ １．２ ２，６８９ △０．４
７月 １２，８９５△９．１ ４，５２５△１．５ ２２，３７６ ０．７ ５，７０５ ６．０ １１，６３３ △３．３ ２，９３５ ０．８
８月 １１，３９６ ３．１ ３，５０８△１．６ ２３，２０５ ３．９ ５，４６９ ５．２ １１，２３４ △０．１ ２，７４０ △１．３
９月 １２，００１ １２．０ ３，３９２ ７．４ ２２，２６１ ５．２ ５，１７７ ４．６ １１，７６７ ２０．２ ２，５９３ ３．４
１０月 １０，８３５ １．８ ３，１０８ ０．１ ２１，６６６ ２．７ ５，３７７ ６．５ １１，５３２ ５．０ ２，７４６ ５．７
１１月 １１，４９２ ０．４ ３，３８０△１．６ ２１，７５７ ３．５ ５，２６２ ４．８ １１，６７８ ５．７ ２，６８９ △２．２
１２月 １６，３００ ５．８ ５，０５３ ６．４ ２２，６７５ ３．８ ５，９０５ ４．３ １３，８１９ ２．９ ３，３４９ △０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５

２０１７年１０～１２月 １４３，５１６ １．３ ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１
２０１８年１～３月 １３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１

４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８
７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，２０２ △２２．８ ４６８ ２．０
１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１

２０１７年 １２月 ４９，９８９ １．８ １０，２７９ １．８ ２９５，０９７ △５．６ ３２２，１５７ １．２ １，０２０ ３．３ r １８３ ２０．６
２０１８年 １月 ４４，５２５ １．８ ９，３２３ １．８ ２７２，７６１ △２．０ ２８９，７０３ ３．７ ９６０ △０．１ r １８５ １３．２

２月 ４１，６１９ ２．３ ８，６７５ １．６ ２３６，２２５ △６．２ ２６５，６１４ １．９ ９９９ ５．６ r １８４ ２４．５
３月 ４６，４０９ ２．５ ９，９６９ ２．８ ２８８，１８１ ９．２ ３０１，２３０ １．１ １，０９０ ０．０ p １４３ ３２．４
４月 ４５，３４８ ２．５ ９，７２１ ２．２ ２４６，９４０ △６．０ ２９４，４３９ △０．５ ９９１ ４．７ r １１９ ２３．０
５月 ４７，４８１ ０．２ ９，９７９ ０．１ ２５４，３２２ ９．５ ２８１，３０７ △０．６ １，１１７ △３．５ p １３５ ２２．９
６月 ４８，２２８ ３．１ ９，９７８ ２．５ ２３６，２５４ △９．１ ２６７，６４１ △０．４ １，２０８ １．０ r １４９ ２８．２
７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ p １９８ １１．４
８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ p １７９ １１．０
９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ p ９１ △２４．０
１０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ p １２１ △１２．３
１１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ p １１５ △５．５
１２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ p ２１１ １５．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１９年３月号

ｏ．２７２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2019.02.15 21.33.43  Page 31 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１４年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０４，６１６ ２．２

２０１７年１０～１２月 ９，７１０ △４．１ ２，４４５ △２．５ ４２１ ５．６ １１，５２１ ６．６ ２３，７３５ ０．０
２０１８年１～３月 ５，５９７ △６．３ ２，０５０ △８．２ ２２７ △７．２ １１，１４１ ４．０ ２８，５９５ ０．２

４～６月 １０，５６４ △５．７ ２，４５０ △２．０ ５６２ △１４．４ １２，１４６ △２．０ ２５，５７７ ８．０
７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８
１０～１２月 ９，６１０ △１．０ ２，４５９ ０．６ ４８２ １４．６ １１，６４７ １．１

２０１７年 １２月 ２，６０１ △１．３ ７６８ △２．１ １０７ １８．１ ３，３８０ △３．０ ８，６２８ △５．０
２０１８年 １月 １，４１１ △８．１ ６６３ △１３．２ ６６ △３４．５ ３，５５９ △３．４ ６，８９３ ２．９

２月 １，３７３ △２４．８ ６９１ △２．６ ５６ ５１．２ ３，９３８ ０．９ ７，９５９ ２．４
３月 ２，８１３ ７．７ ６９６ △８．３ １０４ △１．６ ３，６４４ １６．７ １３，７４３ △２．４
４月 ３，９６３ △８．７ ８４２ ０．３ ２０２ １６．８ ４，１１３ ３．５ ８，６８９ ９．６
５月 ３，２８２ △４．８ ７９５ １．３ ２０５ △１０．２ ３，８２８ △５．２ ７，９１６ １６．５
６月 ３，３１９ △２．７ ８１３ △７．１ １５４ △３９．４ ４，２０６ △４．０ ８，９７３ ０．３
７月 ３，５４２ △１．５ ８２６ △０．７ １９７ △１０．３ ４，３２３ １３．２ ８，２２３ １３．９
８月 ３，４２２ ３．５ ８１９ １．６ １３４ △３８．９ ３，８３３ △７．６ ８，６３４ １２．６
９月 ３，１５３ △１３．７ ８１９ △１．５ １９７ △１８．１ ４，０２９ △５．７ ９，８５１ △７．０
１０月 ３，８４６ ５．３ ８３３ ０．３ １６７ △８．３ ４，０８０ ０．１ ７，７６２ ４．５
１１月 ３，１７９ △８．０ ８４２ △０．６ １４７ １１．２ ３，７０９ △８．８ ７，７４４ ０．８
１２月 ２，５８５ △０．６ ７８４ ２．１ １６９ ５７．７ ３，８５８ １４．１ － －

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１４年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５

２０１７年１０～１２月 ３７，２６５ △０．７ １２，２６１ △０．９ １２，７４５ △４．０ １２，２５９ ３．２ ９７３，８０４ △１．６
２０１８年１～３月 ５０，６７２ △１．６ １８，９２５ ３．０ １５，２２０ △１２．４ １６，５２７ ４．８ １，３０３，９１１ △２．７

４～６月 ４６，５１２ △５．５ １４，６８５ △１１．６ １７，５７１ △４．８ １４，２５６ ０．８ ９８８，１１４ △１．８
７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９
１０～１２月 ３７，３９１ ０．３ １３，１４６ ７．２ １２，３４８ △３．１ １１，８９７ △３．０ １，０２３，８５１ ５．１

２０１７年 １２月 １１，５８７ △２．２ ４，１３９ ２．６ ３，８６３ △７．１ ３，５８５ △１．９ ３３０，２９９ △０．８
２０１８年 １月 １１，７０７ △４．７ ３，８４３ △８．５ ３，６４６ △１４．１ ４，２１８ ９．９ ３３９，５８１ △１．１

２月 １３，６５８ △３．５ ４，８２０ △３．１ ４，１４９ △８．５ ４，６８９ １．１ ４０１，８０４ △２．８
３月 ２５，３０７ ０．９ １０，２６２ １１．６ ７，４２５ △１３．６ ７，６２０ ４．６ ５６２，５２６ △３．６
４月 １４，３９８ △６．１ ４，３５５ △１８．４ ５，５４９ △２．９ ４，４９４ ５．３ ３０５，０２７ ２．６
５月 １４，３５６ △１．５ ４，５６５ △４．９ ５，３２５ １．９ ４，４６６ △１．７ ３０７，７２１ △１．５
６月 １７，７５８ △８．０ ５，７６５ △１０．８ ６，６９７ △１０．８ ５，２９６ △０．６ ３７５，３６６ △５．３
７月 １７，１６４ ２．８ ５，６８６ ６．６ ６，４９７ ０．７ ４，９８１ １．４ ３６８，８８７ ３．３
８月 １２，７４０ △４．０ ４，３８８ ４．９ ４，３９８ △１４．６ ３，９５４ ０．４ ３０２，３４０ ４．０
９月 １５，５６４ △６．６ ５，４２４ △１．４ ４，８４０ △１０．８ ５，３００ △７．７ ４０４，０５７ △３．３
１０月 １３，６８２ ９．６ ４，５８４ １４．０ ４，５１６ ６．４ ４，５８２ ８．７ ３４６，８７４ １１．６
１１月 １２，８２３ △２．８ ４，７３３ １５．４ ４，３０４ △７．２ ３，７８６ △１５．１ ３５７，３０７ ７．４
１２月 １０，８８６ △６．０ ３，８２９ △７．５ ３，５２８ △８．７ ３，５２９ △１．６ ３１９，６７０ △３．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年３月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．５

２０１７年１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７３８ ５．１ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．８
２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．５０ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５

４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．４
７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４５ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．４
１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．４８ ３１，５１８ ２．５ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４

２０１７年 １２月 １５，９５４ △７．９ ７，９７３ △６．４ １．１８ １．５２ ２７，８１４ ８．１ ７９５，９０４ １０．４ ↓ ２．６
２０１８年 １月 １１，１１４ １．８ ６，１０１ △１２．８ １．１６ １．５２ ３３，９９０ ６．１ ９０４，５０２ ２．９ ↑ ２．４

２月 １７，７５５ △２２．３ ６，１３９ △２０．２ １．１６ １．５１ ３３，３３０ △２．７ ８９８，１７１ ０．９ ３．１ ２．５
３月 １０２，２４９ △２９．７ １２，６９７ △１４．５ １．１４ １．４６ ３４，２４８ △１．６ ８９５，３９７ ３．７ ↓ ２．５
４月 １５９，４０５ ８．６ ２１，７７７ ５．５ １．０７ １．３５ ３４，７９２ ４．８ ８６６，９３８ ４．９ ↑ ２．５
５月 １５４，９１１ △０．４ １２，８５７ ３．５ １．０７ １．３３ ３２，７０５ ３．１ ８５６，９３３ ６．６ ３．０ ２．２
６月 １２２，３９７ △１０．６ １４，３３９ △５．６ １．１０ １．３７ ３２，３６０ ０．８ ８５５，４６２ ０．９ ↓ ２．４
７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ ↑ ２．５
８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ ２．８ ２．４
９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．３
１０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ ↑ ２．４
１１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ ２．８ ２．５
１２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．４

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４

２０１７年１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５
２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４

４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６２ △１６．２ ２，１０７ △３．７ １０９．０５ ２２，３０５
７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０
１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５

２０１７年 １２月 １０１．５ １．５ １００．７ ０．９ １８ △１０．０ ６９６ △２．０ １１２．９７ ２２，７６５
２０１８年 １月 １０１．０ １．３ １００．４ ０．９ １９ １１．８ ６３５ ５．０ １１０．７７ ２３，０９８

２月 １０１．２ １．６ １００．６ １．０ １９ △２６．９ ６１７ △１０．３ １０７．８２ ２２，０６８
３月 １０１．４ １．５ １００．６ ０．９ ２７ △２５．０ ７８９ ０．４ １０６．００ ２１，４５４
４月 １０１．８ １．５ １００．９ ０．７ １６ △２７．３ ６５０ △４．４ １０７．４３ ２２，４６８
５月 １０２．０ １．５ １０１．０ ０．７ ２７ △６．９ ７６７ △４．４ １０９．６９ ２２，２０２
６月 １０２．２ １．７ １０１．０ ０．８ １９ △１７．４ ６９０ △２．３ １１０．０３ ２２，３０５
７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４
８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５
９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０
１０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０
１１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１
１２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）主要経済指標（４）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年３月号
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●道内経済の動き

●２０１９年 道内企業の年間業況見通し

●経営のアドバイス
アジアの経済動向と日本企業の戦略
－「米中冷戦」と自由貿易・デジタル化－

●寄稿
災害に強いまちを「観光」でつくる

●経済コラム 北斗星
外国人労働者「受け入れ制度」の抜本的見直しを
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